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第１章 はじめに 

 

１－１．本取組事例集の目的・基本的な考え方 

 

地球温暖化に伴い極端な高温のリスクが増加しており、熱中症による死亡者数は高

水準（年間 1,000 人規模）で推移しています。また、海外では災害級の熱波も発生し

ている一方で、我が国における熱中症予防行動の国民への浸透は不十分であり、理解

や危機感を高める必要があります。地域における取組も、地域差が大きく、全国的に

展開できていない状況です。 

また、昨年開催された COP27 では気候変動への「適応」が重要議題であり、地球温

暖化がもたらす気候変動による被害から国民の生命を守るためには、緩和策（温室効

果ガスの排出削減等対策）への取組に加え、現在生じており、また将来予測される被

害の回避・軽減を図る適応策に多様な関係者の連携・協働の下、一丸となって取り組

むことが重要です。気候変動適応計画の７つの分野のうち、健康分野において、暑熱

に関する適応の基本的な施策として、熱中症対策が挙げられています。地球温暖化の

進行を考えれば、熱中症対策は気候変動適応策の中でも特に具体的な対策を推進して

いくべき分野であることに留意して対策を進める必要があります。 

熱中症は、適切な予防や対処が実施されれば、死亡や重症化を防ぐことができま

す。政府において、環境大臣を議長、関係府省庁の担当部局長を構成員とした「熱中

症対策推進会議」第１回会合を令和３年３月 25日に開催し、特に死亡者数の多い高齢

者向けの熱中症対策や、地域や産業界との連携強化などの重点対策を体系的にまとめ

た「熱中症対策行動計画」を策定しました。 

政府は、熱中症対策を更に推進するため、令和４年４月 13 日に「熱中症対策推進

会議」を開催し、令和３年３月に策定した「熱中症対策行動計画」を改定しました。

令和４年の改定では、中期的な目標として、顕著な高温が発生した際に、死亡者数を

可能な限り減らすことを目指すことを新たに掲げました。また、重点対策の対象分野

として、地方公共団体による熱中症対策の取組強化（地域における熱中症警戒アラー

トの活用や関係部署・機関との連携の強化、優れた取組事例の周知等）、顕著な高温の

発生に備えた対応を新たに加えるとともに、特に高齢者におけるエアコンの適切な利

用等を通じた熱中症予防行動のより一層の徹底や、脱炭素の観点も組み入れたエアコ

ンの普及促進等について追加しました。 

 

（地方公共団体による熱中症対策の取組強化） 

令和４年４月の改定で重点対象分野の一つとして「地方公共団体による熱中症対策

の取組強化」が掲げられたように、熱中症は住民の命、健康に関する事項であること

から、地域差を極力縮小していくことが必要であり、地方公共団体を中心とした地域
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における取組を進めていくために、国、都道府県及び市区町村や地域における多様な

主体が連携し、一体となって対策を進める必要があります。例えば、地方公共団体に

おいては、熱中症を担当する部局が複数にまたがり、統一的な熱中症対策がとられて

いないことから、地方公共団体の各部局に対して、他部局と連携した熱中症対策をと

るよう働きかけを行うことが必要です。 

このため、環境省は、令和３年度から実施している「地方公共団体における効果的 

な熱中症予防対策の推進に係るモデル事業」の結果等を踏まえ、地方公共団体におけ

る事業者との連携、庁内関係部局が連携した熱中症警戒アラートの効果的な活用など

を促すために、先進的な取組事例を紹介する本取組事例集を策定しました。 

 

（顕著な高温の発生に備えた対応） 

また、令和４年４月の改定で「顕著な高温の発生に備えた対応」が熱中症対策行動

計画の重点対象分野に新たに加えられたため、カナダでの事象を紹介しています。 

 

（本取組事例集の基本的な考え方） 

熱中症対策に係る地方公共団体内における体制構築、事業者との連携、熱中症警戒

アラートの効果的な活用などについて先進的な取組を行う地方公共団体の事例をとり

まとめた取組事例集を作成するなどにより、優れた取組の全国展開を図ることが求め

られており、本取組事例集は、取組の参考となる令和４年度までの先進取組事例を紹

介するものです。なお、気候変動適応法の一部改正による熱中症対策の推進のための

法制化の動きがあります。 

 

 

１－２．本取組事例集の構成 

 

第１章では、本取組事例集の目的及び基本的な考え方について述べました。 

第２章では、地域による熱中症対策について紹介します。地方公共団体が熱中症対

策に取り組む意義や基礎的な対策の流れの把握からはじまり、組織体制の構築、熱中

症予防行動の広報や熱中症警戒アラート発表時の対応方法の策定等について解説して

います。 

２－１．地方公共団体が熱中症対策に取り組む意義・副次的効果の理解 

２－２．事前の準備の重要性 

２－３．組織体制の構築 

２－４．地域の熱中症リスクの評価 

２－５．熱中症対策の普及啓発 

２－６．熱中症警戒アラート発表時の対応方法の策定 
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２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策） 

２－８．次の取組に活かすために（取組の検証・改善） 

２－９．継続的に取り組むために（計画の作成） 
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第２章 地域による熱中症対策 

 

令和４年４月の改定で重点対象分野の一つとして「地方公共団体による熱中症対策

の取組強化」が掲げられたように、熱中症は住民の命、健康に関する事項であること

から、地域差を極力縮小していくことが必要であり、地方公共団体を中心とした地域

における取組を進めていくために、国、都道府県及び市区町村や地域における多様な

主体が連携し、一体となって対策を進める必要があります。例えば、地方公共団体に

おいては、熱中症を担当する部局が複数にまたがり、統一的な熱中症対策がとられて

いないことから、地方公共団体の各部局に対して、他部局と連携した熱中症対策をと

るよう働きかけを行うことが必要です。 
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２－１．地方公共団体が熱中症対策に取り組む意義・副次的効果の理解 

 

熱中症は、体温を平熱に保つために汗をかき、体内の水分や塩分（ナトリウムなど）

の減少や血液の流れが滞るなどして、体温が上昇して重要な臓器が高温にさらされた

りすることにより発症する障害の総称です。症状としては、めまい・こむら返り（軽

症）、頭痛・嘔吐（中等症）、意識障害（重症）などがあります。死に至る可能性の

ある病態ですが、予防法（暑さから逃れる行動（例：薄着になる、日陰に移動、水浴

び、冷房使用等）、水分・塩分補給等）を知って、それを実践することで、防ぐこと

ができます。また、応急処置を知っていれば、重症化を回避し後遺症を軽減できます。

また、単身の高齢者宅への声かけ活動による孤独孤立対策といった副次的効果もあり

ます。 

 

  

東京都豊島区の基本情報
【人口】288,369人（令和４年８月１日現在）
【面積】13.01k㎡
【人口密度】22,165人/k㎡
【気温】最高37.0℃（東京2022年）

平均16.4℃（東京2022年）

6月から8月末までの間、民生委員等による
見守り活動の一環として、75歳以上の一人
暮らしの高齢者を対象に熱中症予防の呼びか
けとグッズの配布を行いました。
今後も民生委員等と協力して戸別訪問による
熱中症対策を行っていくとともに、今回の測
定結果である豊島区内の暑さ指数（WBGT）
マップ等を参考に啓発を行っていきます。

配布グッズ

訪問による高齢者の見守り

東京都豊島区

民生委員等による熱中症予防
啓発

２－１．地方公共団体が熱中症対策に取り組む意義・副次的効果の理解
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２－２．事前の準備の重要性 

 

熱中症は生命にかかわる病気ですが、予防法を知っていれば防ぐことができます。

日常生活における予防は、脱水と体温の上昇を抑えることが基本です。体温の上昇を

抑えるには、薄着になる、日陰に移動する、水浴びをする、冷房を使う等、暑さから

逃れる行動性の体温調節と、皮膚血管拡張と発汗により熱を体の外に逃がす自律性の

体温調節があります。しかし、皮膚表面温の上昇には限り(せいぜい 35℃まで)がある

ため、高温環境では汗による体温調節に対する依存率が高くなり、汗のもととなる体

の水分量を維持することが重要になります（周囲の温度が 35℃以上になると、逆に熱

が体に入ってきます）。 

日常生活では、からだ（体調、暑さへの慣れ等)への配慮と行動の工夫（暑さを避け

る、活動の強さ、活動の時期と持続時間）及び住まいと衣服の工夫が必要です。日常

生活での注意事項については、環境省「熱中症環境保健マニュアル」第Ⅲ章に詳細な

紹介があります。また特性に応じた注意事項（高齢者と子ども、運動・スポーツ活動

時、夏季イベント、労働環境、自然災害時、「新しい生活様式」）についても記載があ

りますのでそれらを参考に事前の準備を行うことが大切です。 

また、カナダのブリティッシュ・コロンビア州では、自治体や保健当局にとって、

極端な高温に対するリスク認識が低く、計画策定の優先順位が低かったため準備が進

んでおらず、その教訓から、計画の普及啓発、極端な高温発生時の州政府の役割と責

任を明らかにするため、「州政府及び関係機関のための極端な高温への準備1」と題す

るガイダンスを作成しました。 

 

（政府のスケジュールの紹介例） 

４月～９月 熱中症予防強化キャンペーン 

４月第４水曜日～10 月第４水曜日 熱中症警戒アラートの期間 

（地方公共団体のスケジュールの例） 

 ６月 20日～８月末頃 民生・児童委員等による熱中症予防訪問（東京都豊島区） 

 ７月 熱中症予防強化月間（京都府） 

  

                                                   
1 (出典) "Extreme Heat: Preparedness for Provincial Ministries and Agencies" 

https://www2.gov.bc.ca/assets/gov/public-safety-and-emergencyservices/emergency-preparedness-response-

recovery/provincialemergencyplanning/extreme_heat_preparedness_for_ministries_and_agencies.pdf 
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２－３．組織体制の構築 

 

地方公共団体においては、熱中症を担当する部局が複数にわたっており、統一的な

熱中症対策が講じられていない場合があることから、地方公共団体の各部局に対し

て、他部局と連携した熱中症対策を講じるよう働きかけを行うことが重要です。 

京都府の基本情報
【人口】2,546,951人（令和５年１月１日現在）
【面積】4,613.20k㎡
【人口密度】552人/k㎡
【気温】最高36.8℃（京都2022年）

平均16.8℃（京都2022年）

京都府では、全庁を挙げて熱中症対
策に取り組んでいくため、令和2年12
月に、京都府庁内の全部局が参画す
る庁内連絡会議を環境部局と健康福
祉部局が連携して立ち上げました。
また、令和3年10月には京都府内市町
村や関係機関、京都府の出先機関で
ある広域振興局、市町村、有識者
（医師、企業、高齢者関係団体等）
が参画するオール京都での推進体制
である「熱中症対策会議」を立ち上
げました。

京都府庁内における組織体制

【都道府県】オール京都での推進体制の構築

京都府

京都府庁内及びオール京都で
の組織体制

２－３．組織体制の構築

川崎市における組織体制
（令和3年度時点）

神奈川県川崎市では、地球温暖化等
の環境施策の全庁的な組織の下部組
織として「気候変動適応WG」を設置
して、適応策の一環として熱中症対
策を中心に取り組んでいます。環境
局地球環境推進室及び環境総合研究
所（気候変動情報センター）が共同
して事務局となり、健康福祉局や消
防局等の関係部局と連携しています。
また、各区役所の協力のもと、町会
代表者と連携して、各町会を通じた
高齢者の熱中症予防行動の啓発等を
しています。

神奈川県川崎市の基本情報
【人口】1,540,890人（令和４年10月1日現在）
【面積】144.35k㎡
【人口密度】10,674人/k㎡
【気温】最高36.2℃（横浜2022年）

平均16.2℃（横浜2022年）

【大都市】環境部門中心の体制構築

２－３．組織体制の構築

神奈川県川崎市

環境部局が事務局を務める既存
の組織体制（気候変動適応分野）
を活用
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多治見市における組織体制

岐阜県多治見市では、令和３年度に庁
内関係部局（産業観光課、環境課、保
健センター等）と多治見まちづくり株
式会社による多治見市中心市街地活性
化協議会傘下の熱中症対策部会を立ち
上げました。
中心市街地を主とした市内の熱中症対
策の事業についての情報共有や新規事
業立ち上げのための検討会を行い、熱
中症予防事業計画の策定及び予算化を
行っています。

岐阜県多治見市の基本情報
【人口】107,275人（令和５年１月１日現在）
【面積】91.25k㎡
【人口密度】1,175人/k㎡
【気温】最高40.0℃（多治見2022年）

平均15.5℃（多治見2022年）

【地方都市】既存の協議会で対策を検討

２－３．組織体制の構築

岐阜県多治見市

既存の組織体制を活用
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２－４．地域の熱中症リスクの評価 

 

熱中症リスクの高い高齢者や乳幼児等の「熱中症弱者」への対策が重要です。熱中

症環境保健マニュアル第Ⅲ章に特性に応じた注意事項（高齢者と子ども、運動・スポ

ーツ活動時、夏季イベント、労働環境、自然災害時、「新しい生活様式」）についても

記載があります。地域の特性に応じてリスク評価・準備を進めることが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府吹田市では、令和３年度に市
内29の小学校及び万博記念公園の
百葉箱を活用して計30地点の気温
を調査し、市内の大気汚染常時監視
局の湿度と風速から30地点の暑さ
指数（WBGT）を推計しました。そ
の測定結果をもとに詳細な暑熱環境
状況を見える化し、熱中症の危険性
が高い場所や時間を把握しています。

吹田市における暑熱環境
の分析によるリスク評価

大阪府吹田市の基本情報
【人口】380,730人（令和４年８月末現在）
【面積】36.09k㎡
【人口密度】10,549人/k㎡
【気温】最高38.8℃（豊中2022年）

平均17.0℃（豊中2022年）

暑さ指数を元にリスクを評価

２－４．地域の熱中症リスクの評価

大阪府吹田市

暑熱環境及び救急搬送者数の
評価
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大阪府吹田市では、令和３年度に
熱中症救急搬送人員のデータ（平
成26年から令和２年の計848名）
を用いて、中学校区別の特徴を分
析しました。熱中症の危険性が高
い年齢層や場所を把握しているほ
か、暑さ指数（WBGT）との関係
や地域分布を地図化するなど他の
データと組み合わせた分析もして
います。

吹田市における熱中症救急搬送
人員の分析によるリスク評価

大阪府吹田市の基本情報
【人口】380,730人（令和４年８月末現在）
【面積】36.09k㎡
【人口密度】10,549人/k㎡
【気温】最高38.8℃（豊中2022年）

平均17.0℃（豊中2022年）

救急搬送者数を元にリスクを評価

２－４．地域の熱中症リスクの評価

大阪府吹田市

暑熱環境及び救急搬送者数の
評価

群馬県上野村では、令和３年度に村内高齢者約
500名に対して熱中症リスクの観点から、独自の
スクリーニングシートを使ってヒアリング調査を
行い、そこで得られた回答を点数化し、上位20
名程度をハイリスク、他の方を点数ごとにミドル
リスク及びローリスクとして分類しました。
ハイリスク者へはピンポイント支援として、熱中
症警戒アラートが発表されてかつ、村内の観測地
点におけるWBGTが30を超える場合に、平日は
訪問、休日は電話連絡によって所在や体調確認を
実施しました。その際に熱中症対策の指導を行い
ました。 ハイリスク者宅への訪問

群馬県上野村の基本情報
【人口】1,075人（令和5年１月１日現在）
【面積】181.86k㎡
【人口密度】5人/k㎡
【気温】最高37.5℃（神流2022年）

平均12.4℃（神流2022年）

ヒアリング調査で熱中症リスクを評価

２－４．地域の熱中症リスクの評価

群馬県上野村

熱中症リスク別の見守り活動
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２－５．熱中症対策の普及啓発 

 

暑さへの「気づき」を呼びかけ、国民に暑さを避けることや水分をとるなどの適切

な熱中症予防行動を効果的に促すため、熱中症の危険性が極めて高い暑熱環境が予測

される際に暑さ指数（WBGT）をもとに『熱中症警戒アラート』を発表しています。ま

た、夏季には、気象庁データに基づいた、全国約840地点の暑さ指数（WBGT）の実況値

や予測値が「環境省熱中症予防情報サイト」で公開されています。これらを活用し、

熱中症対策の普及啓発を行うことが大事です。 

 

 

 

 

 

  

岐阜県多治見市の基本情報
【人口】107,275人（令和5年1月1日現在）
【面積】91.25k㎡
【人口密度】1,175人/k㎡
【気温】最高40.0℃（多治見2022年）

平均15.5℃（多治見2022年）

また、令和４年度には中心市街地の店
舗が行っている熱中症対策を取りまと
め、共通のロゴとともに各店舗前に掲
示して来訪者に情報発信しました。

岐阜県多治見市では、
令和３年度に全戸配
布のフリーペーパー
を通じて、多治見市
内全域に「アツい業
界における熱中症対
策の取り組み」を届
けました。生活にも
取り入れることがで
きるアイディアや、
食事・栄養に関する
記事もあるため、有
意義な情報を提供す
ることができました。

フリーペーパー 店舗前に掲示したポスター

地元の熱中症対策を共有

２－５．熱中症予防行動の普及啓発

岐阜県多治見市

フリーペーパーによる情報発信等
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また、下記のリーフレットが公表されており、活用可能です。 

 

【政府のリーフレット】 

 

 

 

「熱中症が増えています」（内閣府ほか）2 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
2https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/pr/prevention_keypoints_leaflet.pdf 
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「高齢者のための熱中症対策」（厚生労働省ほか）3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「熱中症予防×コロナ感染防止」（環境省ほか）4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
3https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/pr/heatillness_leaflet_senior_2021.pdf 

4https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/seikatuyousiki/sei

katuyousiki.pdf 
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「熱中症予防のために」（厚生労働省）5 

「熱中症予防ポイント」（厚生労働省）6 

                                                   
5https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/necchushoyobou/
necchushoyobou.pdf 
6https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/shougaisha/ne_sh
_point.pdf 
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「熱中症予防のために 手足・体幹に障害のある方」（厚生労働省）7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
7https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/shougaisha/ne_sh

_04.pdf 
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「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」（厚生労働省）8 

  

                                                   
8https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/r4_workcool.pdf 
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「熱中症を防ごう！」（厚生労働省）9 

                                                   
9https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/necchusho_syokub

a.pdf 
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「農作業中の熱中症に注意しましょう！」（農林水産省）10 

「災害時の熱中症予防」（内閣府ほか）11 

                                                   
10 https://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/sizai/s_kikaika/anzen/pdf/ri-furetto.pdf 

11https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/nettyuu-

saigaiji.pdf 
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「熱中症を予防して元気な夏を！」（消防庁）12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
12https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/item/heatstroke003_leaflet.pdf 
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【地方公共団体のリーフレット】 

「子どもの熱中症予防」（長崎市健康づくり課）13 

「熱中症に注意しましょう」（鳥取県健康政策課）14 

                                                   
13 https://www.city.nagasaki.lg.jp/fukushi/450000/452000/p026990_d/fil/tirasi.pdf 

14 https://www.pref.tottori.lg.jp/secure/722806/R01netsu.pdf 
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「熱中症予防リーフレット」（福岡市環境局環境保全課ほか）一般向け15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
15 http://heatstroke.city.fukuoka.lg.jp/wp-content/uploads/81245bb174f943e5ba9f9bf9819c6745-1.pdf 
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「熱中症の予防法８か条」（福岡市環境局環境保全課）高齢者向け16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
16 http://heatstroke.city.fukuoka.lg.jp/wp-content/uploads/503cc9e3cbad2f8ad1f98963a7497acd.pdf 
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２－６．熱中症警戒アラート発表時の対応方法の策定 

 

熱中症警戒アラートについては、まだ多くの地方公共団体において十分な活用がな

されていないことから、地方公共団体の各部局に対して、熱中症警戒アラートを庁内

関係部局が連携して活用できるよう働きかけを行ことが重要です。 

 

  

神奈川県川崎市では、熱
中症警戒アラート発表時
には防災部局が気象庁の
防災情報提供システムを
通じて熱中症警戒アラー
トの情報を取得した後に、
事前に登録している住民
及び関係部局に防災メー
ルにて周知しています。
区役所や環境局等の市民
利用施設では、熱中症警
戒アラート発表等を周知
する看板を掲出し、住民
に対して熱中症の注意喚
起を行っています。

川崎市における熱中症警戒
アラート発表時の対応方法

神奈川県川崎市の基本情報
【人口】1,540,890人（令和４年10月１日現在）
【面積】144.35k㎡
【人口密度】10,674人/k㎡
【気温】最高36.2℃（横浜2022年）

平均16.2℃（横浜2022年）

防災部局から関係部局に周知

２－６．熱中症警戒アラート発表時の対応方法の策定

神奈川県川崎市

とりまとめ部局からの熱中症
警戒アラート展開
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２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策） 

 

効果的に熱中症リスクを下げるためには、分野別に具体的な施策を実施していく必 

要があります。 次に掲げる項目は、熱中症対策行動計画に示されている具体的施策を

抜粋したものです。 

 

ア．学校現場における熱中症対策 

○ 学校等の教育現場における熱中症対策や判断の参考となるよう政府において作成

した「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」を教職員、学校医等

といった学校保健に従事する教育関係者に対して周知し一層の活用を促すととも

に、関係機関とも連携し、熱中症対策についての普及啓発を図る。 

○ 学校現場において、熱中症の予防や児童生徒が熱中症を発症した場合の対応が的

確に行われるよう、予防方法や応急措置等についてまとめたパンフレット、ポス

ター、映像資料等の普及を図る。また、学校現場外においても学校現場同様に児

童生徒が適切な熱中症予防行動を行うことができるよう、関係者への周知の徹底

を図る。 

○ 夏の日差しを遮る、風通しを良くするなど校舎づくりの工夫について、学校整備

指針や事例集等を活用する。 

 

 

埼玉県熊谷市の基本情報
【人口】193,502人（令和4年10月1日現在）
【面積】159.82k㎡
【人口密度】1,210人/k㎡
【気温】最高40.0℃（熊谷2022年）

平均16.0℃（熊谷2022年）

埼玉県熊谷市では、中学生を対象に熱中症に
関する知識・技能を習得し、生徒が熱中症予
防啓発の担い手として活躍することをねらい
として、1年時「熱中症予防の知識や適切な
対処方法を学ぶ講習」、2年時「消防職員(救
急隊員)による「応急処置の意義とAEDの使
用方法」の学習、訓練用AEDとマネキンを
使って心肺蘇生法の実習」、3年時「防災無
線による放送や、体育祭・防災訓練などの行
事で地域の皆さんに学んだことを発信」を中
学三年間で実施しています。 「応急処置の意義とAEDの使

用方法」学習の様子

中学生を熱中症予防啓発の担い手に

２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策）【学校現場】

埼玉県熊谷市

中学生サポーター事業



 

26 

 

 

  

神奈川県川崎市の基本情報
【人口】1,540,890人（令和４年10月１日現在）
【面積】144.35k㎡
【人口密度】10,674人/k㎡
【気温】最高36.2℃（横浜2022年）

平均16.2℃（横浜2022年）

神奈川県川崎市では、学校における高温が予想され
る７月～９月とそれ以外でも高温が予想される日に
は、運動を伴う活動前に暑さ指数（WBGT）を測定
し、指針で示す数値に基づいた予防措置を徹底する
ことを示しています。
市内の各学校に暑さ指数計を配布しており、学校で
は朝と活動前は必ずWBGTを測るようにしています。
学校によってはこまめに測定し、基準を超えた段階
から運動を中止する等をして対応しています。

測定結果の共有の仕方の例

独自の指針に基づいてWBGTを測定

２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策）【学校現場】

神奈川県川崎市

WBGTを使った運動実施の
判断
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イ．職場における熱中症対策 

○ 職場における熱中症の予防に関し、事業者の実施すべき事項を取りまとめ、業界

団体等に周知するとともに、都道府県労働局及び労働基準監督署を通じて事業者

に対する指導等を実施する。 

○ 緊急時の対応体制の整備、暑熱非順化者の把握、WBGT 値の実測に重点を置き、

「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」を推進する。 

○ 職場における熱中症対策に特化したポータルサイトを設けし、熱中症予防の知見

や現場での取組、労働衛生教育を支援する。 

  

大分県別府市の基本情報
【人口】113,707人（令和４年12月末日現在）
【面積】125.1k㎡
【人口密度】908人/k㎡
【気温】最高36.2℃（大分2022年）

平均17.4℃（大分2022年）

社会福祉法人農協共済別府リハビリテー
ションセンターでは、浴室等暑く過酷な環
境での作業を行うこともあることから、各
部署への暑さ指数（WBGT）測定器の設置、
暑さ指数（WBGT）予測値のメール配信、
入浴介助時の対策（速乾性のある服装、
クールタオルの使用、保冷剤の使用、浴室
での水分・塩分補給）、利用者・職員への
熱中症予防研修会を行いました。

熱中症予防研修会の様子

２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策）【職場】

社会福祉法人農協共済別府
リハビリテーションセンター

熱中症予防に対する職員の
意識向上

WBGT測定値に基づく独自のマニュアルを作成
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ウ．農業現場における熱中症対策 

○ 農作業中の熱中症事故防止に向けて、春の農繁期や熱中症予防強化キャンペーン

期間を中心に、農業者や農業法人等に対して、都道府県、関係団体を通じて注意

喚起や予防法を周知することとし、多くの割合を占める高齢農業者に対しては、

より一層の熱中症対策の周知を図る。 

○ 農林水産省が運営する「MAFF アプリ」を通じて、熱中症警戒アラートの発信情報

について、農業者等に対して、プッシュ式で提供する。 

○ メールマガジンや Facebook 等様々なコンテンツを活用し、農家に対して直接、

熱中症リスクに応じた注意喚起情報等をきめ細かく提供する。 

 

エ．スポーツ施設における熱中症対策 

○ スポーツ活動中の熱中症事故防止に関して、地方公共団体やスポーツ関係団体等

に向けて周知を図るとともに、各協議会、研修等で注意喚起を実施する。 

○ SNS 等を通して、スポーツ活動中の熱中症事故防止に関して注意喚起を実施する。 

 

 

 

  

新潟県南魚沼市では、運動公園における熱中症の
発生を抑制させるため、令和４年度に雪の冷熱を
利用した冷房により室内を冷やしたテントを常設
することで、運動後の選手等のクールダウンに活
用しました。
雪を利用した空調装置を４台設置し、空調装置１
台当たり500kgの雪を１つのフレコンバッグに詰
め、雪冷熱による冷風をホースを通してテント内
への供給を行うことで、テント内を冷却しました。

新潟県南魚沼市の基本情報
【人口】53,962人（令和４年12月末日現在）
【面積】584.6k㎡
【人口密度】92人/k㎡
【気温】最高35.5℃（湯沢2022年）

平均12.0℃（湯沢2022年）

テント内の様子

雪冷熱によるクールダウンスポット

２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策）【スポーツ施設】

新潟県南魚沼市

運動公園における雪冷熱を
活用した普及啓発
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オ．イベント時の熱中症対策 

○ 夏季に人が多く集まるイベント主催者向けの「夏季のイベントにおける熱中症ガ

イドライン」を教育委員会等へ広く周知するとともに、ホームページ上で公開し、

イベントの開催時期や時間等の検討を含め、イベント主催者に活用を促す。 

○ ホームページ等を通じて、熱中症の予防・対処方法、外国人患者を受け入れる医

療機関等の関連情報を多言語により発信する。 

 

 

 

 

 

  

長崎県長崎市の基本情報
【人口】398,039人（令和５年1月1日現在）
【面積】405.86k㎡
【人口密度】980人/k㎡
【気温】最高35.9℃（長崎2022年）

平均17.8℃（長崎2022年）

長崎県長崎市では、被爆77周年長崎原爆犠牲者慰霊
平和祈念式典における熱中症対策について以下のと
おり行いました。
1 冷たいおしぼり、水の配布
2 大テント及び特別来賓席にミストシャワー設置
（6基）
3 ミスト扇風機の設置（12基）
4 救護所２箇所設置（それぞれ医師１名、看護師1
名配置）
5 保健師が式典会場を巡回し、体調不良者への初期
対応を行う
6 救急車を１台待機させ、救急搬送に備える
7 祈念像裏手にスタッフ用の日除けメッシュを設置
8 会場内での着席時は、適宜マスクをはずしていた
だくよう周知

式典の様子

式典参列者に対する熱中症予防

２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策）【イベント】

長崎県長崎市

式典における熱中症予防対策
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カ．災害時の避難所での被災者・支援者における熱中症対策 

○ 災害時に特有の環境や状況から生じる熱中症に関する課題を収集・分析・評価し、

効果的な対策手法について掲載されたマニュアルやリーフレット等を活用して、

より一層の普及啓発を行う。 

○ 災害発生前及び災害発生時に、事務連絡を発すること等により、熱中症予防の周

知を関係機関に依頼する。この際、災害や電力不足による停電によりエアコンが

使用できない場合等に備えた対応についても関係機関に適切に周知する。 

○ 災害時に避難所となる体育館等の公共施設におけるエアコンの整備を促進する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛媛県宇和島市の基本情報
【人口】70,019人（令和４年12月末日現在)
【面積】468.2k㎡
【人口密度】149人/k㎡
【気温】最高36.4℃（宇和島2022年）

平均17.5℃（宇和島2022年）

愛媛県宇和島市では、2019年7月に起きた豪雨災害
時の避難所及び自宅避難者を保健師や栄養士が訪問
し、熱中症予防対策を行いました。
避難所では、熱中症予防のポスターの掲示やリーフ
レットの配布等で注意喚起を行うだけではなく、熱
中症リスクの高い人の把握、エアコンの使用、飲料
水の確保等、関係機関と連携して環境整備や支援物
資の提供を実施しました。自宅で過ごす人も同様の
取組を実施し、特に乳幼児や高齢者がいる家庭につ
いては、エアコン使用状況等の家庭内の環境確認も
実施しました。

避難所での聞き取り調査の様子

災害時の熱中症対策

２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策）【災害時の避難所】

愛媛県宇和島市

避難所及び自宅避難者への
熱中症予防対策
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キ 外部組織との連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

兵庫県加古川市の基本情報
【人口】257,521人（令和５年１月１日現在）
【面積】138.48k㎡
【人口密度】1,859人/k㎡
【気温】最高35.1℃（明石2022年）

平均16.3℃（明石2022年）

加古川市消防本部では、65歳以上の高齢者を対象に、
見守りサービスとして、手渡しで弁当を宅配してい
る高齢者向け宅配弁当事業者と連携し、お弁当と一
緒に夏場は熱中症予防啓発チラシ、冬場はヒート
ショック予防啓発チラシ等を配布しました。
手渡しでの配達のため、配達時に高齢者の体調を把
握することができ、高齢者の見守り効果にもつな
がっています。

手渡しでの配布の様子

高齢者向け宅配弁当事業者と連携

２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策）【外部組織との連携】

兵庫県加古川市

宅配弁当事業者との連携
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２－８．次の取組に活かすために（取組の検証・改善） 

 

先進的な地方公共団体においては、取組内容に適した方法の選択及び KPI の設定に

より成功している事例もあります。 

 

  

吹田市におけるKPIの設定方法

大阪府吹田市では、熱中症対策
に係るKPI（評価指標）として
熱中症救急搬送者数を設定して
います。設定に当たっては、人
口10万人当たり、WBGT別、５
年移動平均での評価など、熱中
症のKPIとして適切なものにな
るよう工夫しています。

大阪府吹田市の基本情報
【人口】380,730人（令和４年８月末現在）
【面積】36.09k㎡
【人口密度】10,549人/k㎡
【気温】最高38.8℃（豊中2022年）

平均17.0℃（豊中2022年）

搬送者数による効果測定

２－８．次の取組に活かすために（取組の検証・改善）

大阪府吹田市

熱中症救急搬送者数をKPI
に設定

福岡県福岡市の基本情報
【人口】1,632,602人（令和５年１月１日現在）
【面積】343.47k㎡
【人口密度】4,753人/k㎡
【気温】最高36.9℃（福岡2022年）

平均18.0℃（福岡2022年）

福岡県福岡市では、令和3年に福岡
市LINE公式アカウントによる暑さ
指数予測情報を高齢者にも分かり
やすいデザインに変更しました。
実施に当たっては、登録者数を
KPIに設定しています。

LINE(暑さ指数情報)登録者数 (KPI：65,000人)

R3.12.1 時点：61,414人

R3.7.13 時点(デザイン変更時点)：59,051人

デザイン変更後 ＋2,363人

SNS等による効果測定

２－８．次の取組に活かすために（取組の検証・改善）

福岡県福岡市

SNSの登録者数をKPI
として設定
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２－９．継続的に取り組むために（計画の作成） 

 

先進的な地方公共団体においては、取組を継続させるために計画を作成することに

より成功している事例もあります。 

京都府熱中症対策方針の構成

京都府では、令和3年12月に京都府
熱中症対策方針を策定しました。京
都府における救急搬送人員について
の年齢別及び発生場所別の分析を踏
まえ、救急搬送人員及び死亡者数の
目標を設定しており、目標の達成に
向けた具体的な対策として高齢者向
けや住居において強化すべき施策等
について定めています。また、庁内
外の推進体制についても具体的な会
議体を定めています。

京都府の基本情報
【人口】2,546,951人（令和５年1月1日現在）
【面積】4,613.20k㎡
【人口密度】552人/k㎡
【気温】最高36.8℃（京都2022年）

平均16.8℃（京都2022年）

（出典）京都府熱中症対策方針
（令和３年、京都府）

独立した計画として作成するケース

２－９．継続的に取り組むために（計画の作成）

京都府

独立した方針の策定

吹田市第２次地球温暖化対策
新実行計画における暑熱環境対策

（出典）吹田市第２次地球温暖化対策
新実行計画（令和３年、吹田市）を改編

大阪府吹田市では、令和３年２月に
策定した吹田市第２次地球温暖化対
策新実行計画を気候変動適応法に基
づく地域気候変動適応計画として位
置付け、暑熱環境対策に取り組んで
います。計画では、市民や事業者の
対策例を示すとともに、クールス
ポットの創出、気温分布調査の実施、
熱中症予防の啓発活動の推進等の施
策について担当課室とともに定めて
います。

大阪府吹田市の基本情報
【人口】380,730人（令和４年８月末現在）
【面積】36.09k㎡
【人口密度】10,549人/k㎡
【気温】最高38.8℃（豊中2022年）

平均17.0℃（豊中2022年）

既存の計画に一部組み込むケース

２－９．継続的に取り組むために（計画の作成）

大阪府吹田市

適応計画への位置付け

施策 担当室課 施策の例

打ち水やみどりのカーテンなど、

身近に取り組めるヒートアイラン

ド現象緩和の啓発の推進

環境政策室 ・公共施設のみどりのカーテンの推進

・アジェンダ21すいた及び関係団体との連携・

協働による啓発

雨水浸透の整備による地下水の涵

養の推進

管路保全室 ・「吹田市開発事業の手続などに関する条例」

（愛称：好いたすまいる条例）に基づく雨水

浸透桝設置の指導

・雨水浸透桝の設置

緑化、アスファルト対策などの蓄

熱への対策、節エネルギー・省エ

ネルギーの推進などによる人工排

熱への対策の推進

環境政策室

計画調整室

道 路 室

公園みどり室

地域整備推進

室

施設を所管す

る室課

・公共施設の屋上緑化・壁面緑化、高反射率塗

料の使用などによる蓄熱対策、人工排熱対策

などの実施

・環境まちづくりガイドライン（開発・建築

版）を活用した蓄熱・人工排熱対策導入の誘

導

・「吹田市開発事業の手続などに関する条例」

（愛称：好いたすまいる条例）に基づく緑化

計画書の指導

・道路の蓄熱対策（遮熱性舗装・保水性舗装・

透水性舗装など）の検討・実施

・バス停や広場、駐車場などにおける蓄熱対策

舗装の検討・実施

熱環境マップなどを活用した、ま

ちづくりにおけるヒートアイラン

ド現象の緩和

環境政策室 ・環境まちづくりガイドライン（開発・建築

版）の手続きにおける熱環境マップの活用

・クールスポットの創出（ドライ型ミストの設

置など）

ヒートアイランド現象のモニタリ

ング

環境政策室 ・熱帯夜数の把握、市域の気温分布調査などの

実施

熱中症対策の推進 環境政策室 ・熱中症予防の啓発活動の推進

・クールビズの呼びかけ
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おわりに 

 

 熱中症対策に係る地方公共団体内における体制構築、事業者との連携、熱中症警戒

アラートの効果的な活用などについて先進的な取組を行う地方公共団体の事例を紹介

しました。地球温暖化に伴い極端な高温のリスクが増加しており、熱中症による死亡

者数は高水準（年間 1,000 人規模）で推移し、海外では災害級の熱波も発生していま

す。また、将来予測される被害の回避・軽減を図る適応策に多様な関係者の連携・協

働の下、一丸となって取り組むことが重要です。引き続き、暑熱に関する適応の基本

的な施策として、熱中症対策に一層取り組むことが期待されます。 
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参考 

熱中症に関する基礎知識と関連データ 

 

熱中症とは 

 

体温を平熱に保つために汗をかき、体内の水分や塩分（ナトリウムなど）の減少や

血液の流れが滞るなどして、体温が上昇して重要な臓器が高温にさらされたりするこ

とにより発症する障害の総称です。症状としては、めまい・こむら返り（軽症）、頭

痛・嘔吐（中等症）、意識障害（重症）などがあります。死に至る可能性のある病態

ですが、予防法（暑さから逃れる行動（例：薄着になる、日陰に移動、水浴び、冷房

使用等）、水分・塩分補給等）を知って、それを実践することで、防ぐことができま

す。 

 

（熱中症について） 

人は環境によって体温が変動するカエルや魚などの変温動物とは違って、37℃前後

の狭い範囲に体の温度を調節している恒温動物です。体内では生命を維持するために

多くの営みがなされていますが、そのような代謝や酵素の働きからみて、この温度が

最適の活動条件なのです。 

暑い時には、自律神経を介して末梢血管が拡張します。そのため皮膚に多くの血液

が分布し、外気への放熱により体温低下を図ることができます。また汗をたくさんか

けば、「汗の蒸発」に伴って熱が奪われる（気化熱）ことから体温の低下に役立ちま

す。汗は体にある水分を原料にして皮膚の表面に分泌されます。このメカニズムも自

律神経の働きによります。 

このように私たちの体内で本来必要な重要臓器への血流が皮膚表面へ移動し、また

大量に汗をかくことで体から水分や塩分（ナトリウムなど）が失われるなどの脱水状

態に対して、体が適切に対処できなければ、筋肉のこむら返りや失神（いわゆる脳貧

血：脳への血流が一時的に滞る現象）を起こします。そして、熱の産生と熱の放散と

のバランスが崩れてしまえば、体温が急激に上昇します。このような状態が熱中症で

す（図１）。 

体内に溜まった熱を体外に逃す方法（熱放散）には、皮膚の表面から直接熱を外気

に逃がす放射や液体や固体に移す伝導、風によってその効率を上げる対流等がありま

す。しかし、外気温が高くなると熱を逃しにくくなります。汗は蒸発する時に体から

熱を奪います。高温時は熱放散が小さくなり、主に汗の蒸発による気化熱が体温を下

げる働きをしています。汗をかくと水分や塩分が体外に出てしまうために、体内の水

分・塩分が不足し、血液の流れが悪くなるので、適切な水分・塩分の補給が重要にな

ってきます。 
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（熱中症の要因・危険因子（リスク）） 

高温、多湿、風が弱い、輻射
ふくしゃ

源（熱を発生するもの）がある等の環境では、体から

外気への熱放散が減少し、汗の蒸発も不十分となり、熱中症が発生しやすくなりま

す。 

※熱中症リスクの高い高齢者や乳幼児等は「熱中症弱者」と呼ばれることがありま

す。 

 

＜例＞ 

【環境】気温が高い、湿度が高い、風が弱い、日差しが強い、閉め切った室内、エ

アコンがない、急に暑くなった日 

【からだ】高齢者、乳幼児、肥満、障がいのある人、持病（糖尿病、心臓病、精神

疾患等）、低栄養状態、脱水状態（下痢、インフルエンザ等）、体調不良（二日酔

い、寝不足等） 

【行動】激しい運動、慣れない運動、長時間の屋外作業、水分が補給しにくい行動 

 

 

図１ 熱中症の起こり方 
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（参考） 

 

（出典）令和４年 11月 28 日に実施した第１回熱中症対策推進検討会 資料 3-1 

 

 

（熱中症の予防） 

熱中症は生命にかかわる病気ですが、予防法を知っていれば防ぐことができます。

日常生活における予防は、脱水と体温の上昇を抑えることが基本です。体温の上昇を

抑えるには、薄着になる、日陰に移動する、水浴びをする、冷房を使う等、暑さから

逃れる行動性の体温調節と、皮膚血管拡張と発汗により熱を体の外に逃がす自律性の

体温調節があります。しかし、皮膚表面温の上昇には限り(せいぜい 35℃まで)がある

ため、高温環境では汗による体温調節に対する依存率が高くなり、汗のもととなる体

の水分量を維持することが重要になります（周囲の温度が 35℃以上になると、逆に熱

が体に入ってきます）。 

日常生活では、からだ（体調、暑さへの慣れ等)への配慮と行動の工夫（暑さを避け

る、活動の強さ、活動の時期と持続時間）及び住まいと衣服の工夫が必要です。日常

生活での注意事項については、熱中症環境保健マニュアル第Ⅲ章に詳細な紹介があり

ます。また特性に応じた注意事項（高齢者と子ども、運動・スポーツ活動時、夏季イ

ベント、労働環境、自然災害時、「新しい生活様式」）についても記載があります。 
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図２ 日常生活での注意事項 

 

（高齢者の熱中症対策の注意点） 

高齢者の部屋に「温湿度計」を置き、周囲の方も協力して、室内温度をこまめにチ

ェックし、暑い日には冷房を積極的に使用して室温をほぼ 28℃前後に保つようにしま

しょう。エアコンの風が直接当たらないように風向きを調整したり、窓を少し開けて

冷気を逃がすようにするなど、なるべく広い範囲で室内を涼しくするよう工夫します。

また、季節外れの服は片付け、風通しの良い涼しい服装で過ごしましょう。水分をと

っているか、エアコンの温度調整ができているか等は、本人に任せず周りの人が気に

かけてサポートしましょう。家族と別居もしくは家族が不在の場合、身近な人の協力

を得たり、介護保険サービス等を利用して、できる限り見守れる環境を作りましょう。 

 

（熱中症の症状） 

「暑熱環境にさらされた」という状況下での体調不良はすべて熱中症の可能性があ

ります。軽症である熱失神は「立ちくらみ」、同様に軽症に分類される熱けいれんは

全身けいれんではなく「筋肉のこむら返り」です。どちらも意識は清明です。中等症

に分類される熱疲労では、全身の倦怠感や脱力、頭痛、吐き気、嘔吐、下痢等が見ら

れます。最重症は熱射病と呼ばれ、高体温に加え意識障害と発汗停止が主な症状で

す。けいれん、肝障害や腎障害も合併し、最悪の場合には早期に死亡する場合もあり

ます。  

 

（どういうときに熱中症を疑うか） 

熱中症の危険信号として、次のような症状が生じている場合には積極的に重症の熱

中症を疑うべきでしょう。 

図３ 熱中症の危険信号 
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（熱中症を疑った場合）  

軽症の症状があれば、すぐに涼しい場所へ移し体を冷やすこと、水分を自分で飲ん

でもらうことが重要です。そして誰かがそばに付き添って見守り、意識がおかしい、

自分で水分・塩分を摂れない、応急処置を施しても症状の改善が見られないときは中

等症と判断し、すぐに病院へ搬送します。医療機関での診療を必要とする中等症と入

院して治療が必要な重症の見極めは、救急隊員や医療機関に搬送後に医療者が判断し

ます。中等症・重症では、医療機関での輸液（点滴）、厳重な管理（体温や血圧、尿

量）、医療従事者の管理下での冷却（血管カテーテルの活用等）などが必要となる場合

があります。 

重症度を判定するときに重要な点は、意識がしっかりしているかどうかです。少し

でも意識がおかしい場合には、中等症以上と判断し病院への搬送が必要です。「意識が

ない」場合は、全て重症に分類し、絶対に見逃さないことが重要です。また、必ず誰

かが付き添って、状態を見守ってください。 

 

 図４ このような症状があれば… 
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図５ 熱中症を疑ったときには何をすべきか 
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国内の熱中症の発生状況 

 

我が国で報告されている熱中症に関する統計には、以下のものがあります。 

 総務省消防庁では救急搬送者のうち熱中症による搬送者を平成20年（2008年）から

週１回（原則火曜日）速報として、年齢区分別・初診時における傷病程度別・発生場

所別に報告しており、熱中症の注意喚起の目安等に利用されています。 

 また、厚生労働省が管轄する診療報酬明細書（医療機関から発行されるいわゆるレ

セプト）が、翌年夏前以降に集計され、熱中症患者数を把握することができます。 

 加えて、厚生労働省が翌年度に発表する人口動態統計で、原因別の死亡数が報告さ

れており、昭和43年（1968年）以降の長期的な熱中症の変化傾向等に利用することが

可能です。 

 

（熱中症による救急搬送人員、死亡者数の推移）  

近年、熱中症による救急搬送人員や死亡者数は高い水準で推移しています。令和４

年５～９月の救急搬送人員は71,029人となり、平成22年以降は救急搬送人員は４万～

５万人前後で推移しています（図６）。熱中症による死亡者数は、平成30年から令和

２年までは1,000人を超えている状況であり、令和３年の死亡者数は755人（図７）、

熱中症による全国の死亡者数の５年移動平均においては、平成６年～令和３年までの

間、増加傾向にあります（図８）。 
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図６ 熱中症による救急搬送人員の年次推移 図７ 熱中症による死亡者の年次推移 
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図８ 熱中症による死亡者状況 ５年移動平均（全国） 

 

（高齢者における熱中症発生状況）  

令和４年５月から９月の熱中症による救急搬送人員の年齢区分別の内訳をみると、

５割以上は65歳以上の高齢者となっています（図９）。平成22年から令和３年にかけて

熱中症による死亡者の約８割を65歳以上の高齢者が占めており（図10）、令和４年夏の

東京都23区と大阪市における熱中症による死亡者の内訳においては、東京都23 区では

８割以上が65歳以上の高齢者、大阪市では８割以上が70歳以上の高齢者となっていま

す。また、屋内で亡くなった方のうち約９割が、エアコンを使用していない又はエア

コンを所有していなかったこと、約１～２割がエアコンを設置していなかったことが

明らかになっています（図11）。 

 



 

44 

 

 
図９ 令和４年５～９月の熱中症による救急搬送人員（年齢区分別）（出典：消防庁） 

 

図10 熱中症による死亡者数の年次推移（平成６年～令和４年） 
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図 11 令和４年夏の東京都 23 区、大阪市における熱中症死亡者の状況 

 

（発生状況を踏まえての政府の対応） 

熱中症は、適切な予防や対処が実施されれば、死亡や重症化を防ぐことができま

す。政府において、環境大臣を議長、関係府省庁の担当部局長を構成員とした「熱中

症対策推進会議」第１回会合を令和３年３月 25日に開催し、特に死亡者数の多い高齢

者向けの熱中症対策や、地域や産業界との連携強化などの重点対策を体系的にまとめ

た「熱中症対策行動計画」を策定しました。 

政府は、熱中症対策を更に推進するため、令和４年４月 13 日に「熱中症対策推進

会議」を開催し、令和３年３月に策定した「熱中症対策行動計画」を改定しました。

令和４年の改定では、中期的な目標として、顕著な高温が発生した際に、死亡者数を

可能な限り減らすことを目指すことを新たに掲げました。また、重点対策の対象分野

として、地方公共団体による熱中症対策の取組強化（地域における熱中症警戒アラー

トの活用や関係部署・機関との連携の強化、優れた取組事例の周知等）、顕著な高温の

発生に備えた対応を新たに加えるとともに、特に高齢者におけるエアコンの適切な利

用等を通じた熱中症予防行動のより一層の徹底や、脱炭素の観点も組み入れたエアコ

ンの普及促進等について追加しました。 

 

 

令和４年夏の東京都23区、大阪市における熱中症死亡者の状況

エアコン有・使用有, 8人, 13%

エアコン有・使用無, 
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エアコン無, 13人, 20%

エアコン設置有無・使用状況別

○ 令和４年10月31日検案時点までの東京都
23区における熱中症による死亡者206人

○ 令和４年10月31日検案時点までの大阪市内
における熱中症による死亡者74人

エアコン有・使用有, 15人, 
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エアコン無, 44人, 
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計206人（速報値）のうち

• ８割以上は65歳以上の高齢者
計74人（速報値）のうち

• ８割以上は70歳以上*の高齢者

出典：東京都監察医務院の

データを元に、環境省作成
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（参考） 

 

（出典）熱中症対策行動計画（2022 年４月 13日熱中症対策推進会議決定）の概要  
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暑さ指数（WBGT）とは 

 

熱中症を引き起こす条件として「気温」は重要ですが、我が国の夏のように蒸し暑

い状況では、気温だけでは熱中症のリスクは評価できません。暑さ指数（WBGT：Wet 

Bulb Globe Temperature：湿球黒球温度)は、人体と外気との熱のやりとり（熱収支）

に着目し、気温、湿度、日射・輻射
ふくしゃ

、風の要素をもとに算出する指標として、特に労

働や運動時の熱中症予防に用いられています。 

※暑さ指数(WBGT)は、国際的にはISO 7243、国内ではJIS Z 8504（令和３年改訂）と

して規格化されています。 

 

図 12 暑さ指数（WBGT）の算出 

 

 

気温が高い日は体から外気への熱放散が減少するため、熱中症が発生しやすくなり

ます。気温の高さに加え、湿度が高い場合や日射が強い場合は、より熱中症のリスク

が高くなることに注意が必要です。 

図13のように、熱中症の発生と気象条件の間には密接な関係があります。なお、気

温や暑さ指数（WBGT）の日最高値に注意するだけでなく、暑さが続く「期間」にも注

意する必要があります。特に高齢者の場合は、暑さが続くことによって次第に脱水が

進み熱中症に至る場合があります。 

  暑さ指数(WBGT)測定装置  (左)基本型 (右)電子式 
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図 13 熱中症搬送数（率）（2008～2021 年） 

 

（暑さ指数の活用） 

暑さ指数を用いた指針としては、日本生気象学会による「日常生活における熱中症

予防指針17」、公益財団法人日本スポーツ協会による「熱中症予防運動指針18」があ

り、暑さ指数に応じて表１に示す注意事項が示されています。我が国においては、気

温や湿度等は気象庁が観測を行っており、これらの指針の策定に当たっても、気象庁

の観測データが利用されました。夏季には、気象庁データに基づいた、全国約840地点

の暑さ指数の実況値や予測値が「環境省熱中症予防情報サイト」で公開されていま

す。また、暑さへの「気づき」を呼びかけ、国民に暑さを避けることや水分をとるな

どの適切な熱中症予防行動を効果的に促すため、熱中症の危険性が極めて高い暑熱環

境が予測される際に暑さ指数をもとに『熱中症警戒アラート』を発表しています。 

 

 

 

 

                                                   
17 https://seikishou.jp/committee/ 

18 https://www.japan-sports.or.jp/medicine/heatstroke/tabid922.html 
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表１ 暑さ指数（WBGT)に応じた注意事項等 
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熱中症警戒アラートとは 

 

熱中症警戒アラートは、暑さへの「気づき」を呼びかけ国民の熱中症予防行動を効

果的に促すため、熱中症の危険性が極めて高い暑熱環境が予測される際に暑さ指数を

もとに『熱中症警戒アラート』を発表しています。 

 

『熱中症警戒アラート』の概要 

（１）発表対象地域 

 全国を58に分けた府県予報区等を単位として発表（北海道、鹿児島県、沖縄県

を細分化） 

（２）発表基準 

 発表対象地域内の暑さ指数（WBGT）算出地点のいずれかで、日最高暑さ指数を

33以上と予測した場合に発表 

（３）発表のタイミング 

前日の17時頃及び当日の５時頃に最新の予測値を元に発表 

（４）情報提供期間 

 毎年４月第４水曜日17時発表分から10月第４水曜日５時発表分まで 

 

（情報の伝達イメージ） 

「熱中症警戒アラート」は令和３年度より、従来の気象庁の高温注意情報に置き換

えられて、気象庁の発表する他の防災情報や気象情報と同じように、関係省庁や地方

公共団体、報道機関や民間事業者へ向けて配信されます。 

図 14 市区町村を通じたアラート情報の流れ 
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顕著な高温について 

 

令和３年６月、北海道よりも高緯度に位置するカナダ西部において 49.6℃を記録す

る熱波が発生しました。わずか１週間の間に 500 人以上が亡くなり、大きな被害をも

たらしました（参考）。令和４年も世界各地で顕著な高温が確認されており、多くの被

害が出ています。海外における熱波発生状況（高緯度、広域、短期集中的に、甚大な

健康被害）を踏まえ、寒冷地も含め全ての地方公共団体における対策の強化、国や他

の地方公共団体による支援に限界があるため各地方公共団体における健康危機管理体

制の強化、救急医療等のひっ迫を防ぐための熱中症の発症予防対策の強化が重要と考

えられます。 

 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）令和４年 11月 28 日に実施した第１回熱中症対策推進検討会 資料 3-1 

 

カナダのブリティッシュ・コロンビア州検視局が作成した「Extreme Heat and Human 

Mortality: A Review of Heat-Related Deaths in B.C. in Summer 2021」によると、

「ブリティッシュ・コロンビア州疾病コントロールセンター（BC Centre for Disease 

Control）が 2017 年に行った調査から、州内のほとんどの自治体や保健当局が極端な

高温状況（いわゆる熱波）に対する準備（heat alert and response systems（HARS））
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に関する計画を持っていないことが分かっていたが、自治体や保健当局にとって、極

端な高温に対するリスク認識は低く、計画策定の優先順位が低かったため準備が進ま

なかった」とあります。それを踏まえ、ブリティッシュ・コロンビア州緊急管理局

（EMBC：Emergency Management BC）は、HARS 計画の普及啓発と、極端な高温発生時の

州政府の役割と責任を明らかにするため、「州政府及び関係機関のための極端な高温へ

の準備19」と題するガイダンスを作成しました。また、次のような指摘も書かれていま

す。 

 

（出典）Extreme Heat and Human Mortality: A Review of Heat-Related Deaths 

in B.C. in Summer 2021 

https://www2.gov.bc.ca/assets/gov/birth-adoption-death-marriage-and-

divorce/deaths/coroners-service/death-

reviewpanel/extreme_heat_death_review_panel_report.pdf 

 

  

                                                   
19 (出典) "Extreme Heat: Preparedness for Provincial Ministries and Agencies" 

https://www2.gov.bc.ca/assets/gov/public-safety-and-emergencyservices/emergency-preparedness-response-

recovery/provincialemergencyplanning/extreme_heat_preparedness_for_ministries_and_agencies.pdf 

「Extreme Heat and Human Mortality: A Review of Heat-Related Deaths in B.C. 

in Summer 2021」（抜粋） 

顕著な高温発生時には全てのブリティッシュ・コロンビア州民が普遍的な安全施

策や警報を受けられようにすべきではあるが、弱者には更なる介入、支援、援助が

必要になる。課題の一つとして、最も熱中症になりやすいのは誰であるのか、また

顕著な高温発生時にそのような方々にとって適切な対応とは何であるのかを把握す

ることが挙げられる。 

最も影響力のある支援は次の２点である。 

１．自宅なり自宅外（クーリングセンター、冷房が効いた施設）で涼しく過ごせる

方法を確保すること 

２．高齢者、持病のある方、独居者、移動手段がない方に健康状態の確認を行い、

顕著な高温発生時にどのような支援を望むかを予め聞いておくこと 

https://www2.gov.bc.ca/assets/gov/birth-adoption-death-marriage-and-divorce/deaths/coroners-service/death-reviewpanel/extreme_heat_death_review_panel_report.pdf
https://www2.gov.bc.ca/assets/gov/birth-adoption-death-marriage-and-divorce/deaths/coroners-service/death-reviewpanel/extreme_heat_death_review_panel_report.pdf
https://www2.gov.bc.ca/assets/gov/birth-adoption-death-marriage-and-divorce/deaths/coroners-service/death-reviewpanel/extreme_heat_death_review_panel_report.pdf
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（海外の取組の例①：一段上のアラート） 

カナダのブリティッシュ・コロンビア州は、州政府レベルで、総合的判断に基づき

第二段階目のアラートとなる“Extreme Heat Emergency”を 2022 年から独自に設けて

おります。 

 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）令和４年 11月 28 日に実施した第１回熱中症対策推進検討会 資料 3-1 

 

 

（海外の取組の例②：エアコンがある施設の利用） 

海外の専門機関（例：米国疾病予防管理センター（CDC））によると、クーリングシ

ェルター（避暑施設：暑さを避けるため不特定の者が利用できる冷房設備を有する施

設）が広く利用しうる熱中症対策の 1つとして挙げられています。極端な高温は健康

に悪影響があることから、涼しい環境に滞在することが体温上昇を防ぎ、熱中症によ

る死亡を減少させることが可能であると報告されています。 

 

 

 


